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は じ め に
平成９ (    ) 年の文部省初等中等教育局長通知 ｢通学区域制度の弾力的運
用について｣ をきっかけに, 学校選択制の導入が進んだ｡ これは, 従来, 学校
教育法施行令で, 児童・生徒は教育委員会が指定する学校に通学するという枠
組みを有名無実化する画期的なことであった｡
平成  (    ) 年には, 学校教育法施行令が改正され, 市町村の教育委員会
の判断によって学校選択制が導入できることが明記され, 以後, 全国的な広が
りを見た｡
平成  (    ) 年には, 小学校で   の自治体 (全体の  ％), 中学校で   
の自治体 (全体の   ％) が導入を図っている(１)｡
この学校選択制については, 導入当初から今日まで, 様々な論議がなされて
きた｡ 積極的に導入すべきとする立場からは, ｢学校選択の自由は, 国民の権




一方, 市場原理に立つ学校選択制は, 学校と地域社会の関係崩壊, 学校間格
差, 階層間格差などの観点から採用すべきでない, とする考え方もある(４)｡
また, 保護者 (親) の学校選択権にかかわって, 保護者 (親) が学校を選択




感が強いこと, 保護者 (親) の選択権に子ども本人の意思が制約となること,
等の問題点の指摘もある(５)｡
議論は出尽くしたようにみられるが, 議論の対象が比較的都市部に集中して


























平成  (    ) 年度, 小学校では, ｢自由選択制｣ が１, ｢特認校｣ が３,
｢特定地域選択｣ が５, 中学校では, ｢特定地域選択｣ が４となっている｡ 全国
的に見れば, ｢学校選択制｣ の導入率は高い方 (平成  年度, 小学校   ％,





表中の ｢隣接区域選択制｣ の津市, 伊勢市は, 調査時に, 本来 ｢特定地域選択｣ とす
べきところを誤ってカウントしたものである｡ 鳥羽市は, 廃校予定の学校を対象とする
一年限りの措置であった｡ 桑名は合併で旧多度町のものを引き継いだものである｡ また,
津市, 松阪市は, 一部の地域事情により古くから実施を見ているもので, 文部科学省の
調査時にカウントしたものと見られる｡
(１) 南牟婁郡紀宝町の ｢自由選択制｣
｢自由選択制｣ を平成  (    ) 年４月に導入した南牟婁郡の紀宝町 (平成  年人口     ) は, 和歌山県との境に所在する三重県最南端の農・林・漁業
の町である｡ 当時, 紀宝町には５小学校があったが, いずれも, 海辺, 山間の
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自由選択制 隣接区域選択 特認校 特定地域選択
平成16年
小学校 紀宝町 津市, 伊勢市 名張市 多度町, 御浜町
中学校 津市, 伊勢市 松阪市
平成18年
小学校 紀宝町 いなべ, 亀山, 名張
桑名, 津, 松阪, 伊勢,
御浜
中学校 津, 松阪, 伊勢, 御浜町
平成19年度
小学校 紀宝町 鳥羽 いなべ, 亀山, 名張
桑名, 津, 松阪, 伊勢,
御浜, 四日市, 熊野
中学校
四日市, 津, 松阪, 伊勢,
御浜
僻遠地にあり, 他校への通学は困難であった｡ ５校のうち, 明和小は, 生徒数
が激減し廃校を待つ状況にあった｡ こうしたなか, 保護者が子弟を, 通学区を
異にする勤務先, あるいは祖父母の家の近くの学校に通学させたい, とか, 保
育所で仲良くなった園児が, 通学区にかかわりなく, 同じ小学校に通学したい
などの要望があり, こうしたニーズに対応するかたちで, 平成  年に教育委員
会が小学校区を対象に ｢通学区域の撤廃｣ を図ったもので, 通学上の便宜を図っ
たものと言えよう(６)｡















しい｡｣ とした｡ そして, ｢将来, 小中学校とも市全域 (を包含した) 選択制を
実施することが望ましい｣ とした(７)｡
これを受けて, 市教育委員会は, 平成  年９月, 実施案を提示｡ ｢学校選択
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年 度 井 田 神 内 成 川 相野谷 明 和 鵜 殿 計
平成   １５４ ８６ １０９ ８７ １０ ４４６
平成   １３８ １０５ １０５ ８２ ５ ３３６ ７７１
制導入のねらい｣ を ｢学校の施設を有効に活用｡ 現行制度で対応仕切れない事
例の解消｡ 自らの考えによって学校を選びたいという子どもたち, 保護者の意
向を尊重する｣ とし, 制度導入時期を, 中学校は平成  年度, 小学校は  年度
とした｡ そして, ｢隣接区域選択制｣ の具体案を提示した(８)｡
表３ 選択できる学校の範囲 (中学校)
以下中学校  校省略, 小学校  校省略
実施案は, 平成  年  月１日, 市教委が市Ｐ連へ説明｡ これに対して市Ｐ連
は, 意見書を提示し, ①選択制の必要性が不明, ②通学路の安全確保, ③学校
間格差の拡大, ④地域とのつながりや地域間格差への不安, 等９項目について
意見を述べた(９)｡  月  日には, 四日市の学校選択制に反対する会が, 市教委に申し入れ書を






区に同和地区のある学校は, 小規模化する｡｣ などの意見が出された｡ ｢母校を
なくす学校選択制導入に反対する申し入れ書｣ には, ｢①大規模校と過小規模
校を作り出す, ②小学校から学校間格差, 序列化が進む, ③子どもと地域の結
びつきが困難に, ④学校選択による学校統廃合を推進｣ の４点から反対を表明
している｡  月市議会では, 加納議員, 豊田議員, 藤岡議員が質問に立ち, 加納議員は,
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本来校 選 択 で き る 学 校
中部 橋北 山手 常磐 港 塩浜
橋北 羽津 山手 中部 港
港 中部 常磐 南 塩浜 橋北
山手 橋北 羽津 朝明 大池 常磐 中部 富田 富洲原 三重平
｢風評による学校評価が避けられない｡｣, 藤岡議員は, ｢過小クラスができ,   
人学級に逆行する｡｣ ｢地域での子育てや青少年の育成が困難｡ 統廃合が進む｡｣
などと指摘をした(  )｡
こうした動向を踏まえ, 市教委は, 平成  年２月, ｢見直し案｣ を提示｡ ｢学
校選択制導入のねらい｣ を ｢児童・生徒や保護者の意思による学校選択の機会
の拡大, 学校教育の一層の活性化, 弾力的運用の限界の解決方策, さらなる愛
着と責任の醸成と学校の説明責任, 学校施設の余裕等の有効活用｣ とし, ｢選
択できる学校の範囲｣ を縮小した案を示した(  )｡




しかし, なお, 反対があり, ｢特定地域選択制｣ に切り替えて, 漸く平成  年
度から実施されるに至った｡
実現を見た ｢特定地域選択制｣ (選択可能地区を設定) の概要は表５の通り
である｡
なお, ｢選択可能地区｣ 許可人数 (制度利用者数) は,   年度 小学校  人,




本来校 選 択 で き る 学 校
中部 橋北 山手 常磐 港
橋北 羽津 山手 中部
港 中部 常磐 南 塩浜
山手 橋北 羽津 大池 中部
本来校 該 当 町 ・ 区 入学許可校
常 磐 小 赤堀新町 浜 田 小
日 永 小 日永西五丁目 泊 山 小
内 部 小 波木が丘町, 波木町の一部 (ミルクロード北) 笹 川 西 小
内 部 東 小 小古曽東二, 三丁目 河 原 田 小





約  万人, 合併後は約  万人である｡ 市教委は, 通学区域検討委員会を平成  
年  月から  年５月まで  回開催し, ｢伊勢市の通学区域の在り方について｣
検討を加えた｡
当初, 教育委員会は, 特色ある学校づくりとセットで ｢自由選択制｣ の導入
を期待したが, 検討委員会の委員の賛成はほとんどなく, 時期尚早として見送
られた｡ ｢学校が地域住民の生活と密接に結びついていること｣, また, ｢保護
者のニーズもない｡｣ というものであった｡
しかし, 宅地造成や道路整備等により, 通学距離と通学区域に不具合が生じ
てきたことから ｢調整区域｣ を設定して, その地域に居住するものに, 学校の
選択を認めることとし, ｢伊勢市通学区域の弾力的運用について｣ 提言がまと
められた(  )｡
この提言に基づき, 市教委は, 調整区域の設定を行い, 平成  年度から小学
校９区域, 中学校  区域を設定し, 実施に移した｡ 平成  年度には, ２区域,  年度には７区域の追加が行われている(  )｡
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中 部 中 栄町, 本町, 相生町, 西末広町 港 中
港 中 安島一, 二丁目 中 部 中
常 磐 中 芝田一, 二丁目, 中川原一,二丁目 中 部 中
南 中 川尻町 塩 浜 中
南 中 日永西一～五丁目, 大字日永 笹 川 中
羽 津 中 羽津山町, 緑丘町, 山手町 山 手 中
羽 津 中 八田一～三丁目, 白須賀一～三丁目 富 田 中
朝 明 中 松寺一,二丁目, 蒔田二～三丁目, 西富田町, 西冨田二 富 須 原 中
笹 川 中 小林町 西 陵 中
桜 中 智積町, 桜台本町 三 滝 中
内 部 中 波木が丘町, 波木町の一部 (ミルクロード北) 西 笹 川 中
大 池 中
生桑町 山 手 中
西坂部の一部 三 重 平 町
坂部台一, 二丁目 羽 津 中






倉田山・五十鈴 倭町, 勢田町の一部, 楠部町の一部
倉田山・五十鈴・港 神田久志本町, 通町の一部, 鹿海町の一部








対象地域数 対象者 旧学校区選択 選択可能選択 制度利用率
平成   ９地区            ％   ９地区            ％   ９地区            ％   ９地区             ％   ９地区             ％   ９地区             ％     地区             ％
伊勢市教委の分析によれば, 制度の利用率は, 小中学校とも年々高くなり,  ％に近づきつつある｡ 利用の理由は, ｢通学距離の短縮｣ が圧倒的である｡
特に新興団地の住民が多い｡ 制度は, 利用者, 教育関係者, 一般市民からも総
じて好評である｡ 全体的に, 児童・生徒・保護者共, 旧来の通学区域を選択す





かと心配されたが, 中学校では, ほとんど問題なし, と受け止めているようで






同市教育委員会は, 平成  (    ) 年  月, 小規模校特認制度の試行を行う
ことし, 要項を制定した｡ 制度導入の契機と趣旨は, ｢市内小規模小学校 (国






対象地域数 対象者 旧学校区選択 選択可能選択 制度利用率




当初, 平成  ,   の２年間の試行としたが, 利用者もあり, 転入児, 受け入
れ側児童ともに, 人との関わりが豊かになるなど, 学校の活性化につながって
いる, 一方, 児童の通学手段, 安全確保, 卒業後進学する中学校が異なる不安
等, 検討課題もあるとして, 試行をあと２年間継続することとしている(  )｡






転入児童の増加により, 交流していく中で, 主体的, 積極的に活動する力がつ
いている｡｣ と評価し, 学校運営面でも, ｢教職員の意識が保護者本位の教育観
へと変容した｡ 滝之原小, 国津小の複式学級が解消された｡｣ とする一方, ｢教
員分担業務が増加したが, 教員の加配が困難｡ 障害児学級の設置が困難｡｣ と
している｡
表９ 利用者の推移
小学校区別利用者数 美旗６, 桔梗が丘３, 桔梗が丘東２, すずらん台４, 百合が丘３,
つつじヶ丘９, 錦生２, 梅が丘１, 名張１
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国 津 滝之原 長 瀬
平成  (    ) 全校  人中  人 全校  人中  人 全校  人中  人
平成  (    ) 全校  人中  人 全校  人中  人 全校  人中  人
平成  (    ) 全校  人中  人 全校  人中  人 全校  人中  人
平成  (    ) 全校  人中  人 全校  人中  人 全校  人中  人
また, 学校及び地域の活性化に関しては, ｢推進組織が設置され地域の結束
が強化された｡ 子どもたちが地域とともに学び, 育つ意識が醸成された｡ 転入
児童・保護者の地域参加で地域の活性化が図られた｡｣ としている｡
こうした評価のうえ, ｢滝之原小学校及び国津小学校については, 制度を本




(趣旨) 第１条 この要綱は, 自然環境に恵まれた特色ある教育活動を展開
している小規模校で教育を受けさせようとする保護者の希望にこたえ, あ
わせて小規模校の教育活動の一層の活性化を図ることを目的として, 学校
教育法施行令 (昭和  年政令第   号｡ 以下 ｢施行令｣ という｡) 第８条の





表10 制度利用状況 (国津, 滝之原, 長瀬)
なお, 長瀬小学校は平成  年３月  日閉校(  )｡
その中で, 小規模校特認制度について, ｢制度を利用する児童にとって大き
な教育成果をあげている, また, 地域の活性化につながっている｡｣ と評価し
ながらも, 下記の課題があるとして, ｢制度を拡大 (学校数, 児童数) するこ
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  年度   年度   年度   年度   年度   年度   年度
児童在籍数                     
制度利用者数 ―                 
当該年度転入学者数 ― ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) (  )






















３ 保護者 (親) ・住民の ｢学校選択意思｣ の動向
三重県の各自治体の ｢学校選択制｣ への取組を見てきたが, 四日市市のよう
に当初 ｢自由選択制｣ を志向した例もあるが, いずれの自治体の取組も結果と
して ｢通学区域の弾力化｣ の域を出なかったといえる｡
保護者・親の ｢学校選択意思｣ という観点から見れば, 内閣府が平成  ・  
年に行った ｢学校選択制｣ に関する調査で, ７割近い人々が学校選択制の導入
に ｢賛成｣ としている状況に比して, 三重県の状況は対照的である｡
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保護者や中学生が ｢学校選択制｣ をどう考えているのか, 伊賀市と名張市の
調査を参考に保護者 (親) の ｢学校選択意思｣ の動向を考えてみたい｡





市民アンケートは, ｢適正な学校規模｣, ｢適正な学級規模｣, ｢安全な通学手
段｣ 等と併せて, ｢これからの校区の在り方｣ について, 一般市民    人, 平
成  年３月中学卒業者   人 (回収率一般市民   ％, 中学生   ％) を対象
として実施している｡
その結果は表  の通りであるが, ｢校区の自由化は, 地域住民の連帯感がな
くなることにつながるから, 完全に自由化はしないほうがよい｡｣ との回答が,  ％を占めている｡ また, ｢校区の見直しなどにより, 居住地から学校までの
距離が遠くなる地域については, 距離の近い学校との選択ができるようにした
方がよい｡｣ は,    ％, ｢いじめや不登校などの問題に対応するためには, 校
区の自由化は必要である｡｣ は,    ％となっている｡
伊賀市では, この結果に基づき, ｢校区の自由化を前提とした校区再編計画
の策定は行わない｡ ただし, 再編の結果, 再編後の学校までの距離より遠くな
る地区においては, その地区 (自治体) 単位で校区を選択できる方法を残す｡｣
との方針を打ち出している｡
市民と中学生を併せて集計してあるので, 中学生の意見を知ることはできな







より一定条件のもと, 通いたい小中学校を選択できる制度 (校区の自由化) を適
用する自治体も増えていますが, これをどのように思いますか？







アンケート｣ が実施された｡ (調査対象   歳以上    名, 回収率   ％)
｢通学区域の弾力的運用について｣ の設問に関しては, 表  の通りであるが,
｢できるだけ広い範囲で通学を認めても良い｣ は, 小学校に関しては,    ％

























け広い範囲で通学を認めてもよい｣ は, ｢市民｣ の   ～   ％に比べ,    ～   ％とより弾力的にとらえていることが注目される｡ ｢校区以外への通学は













３. 校区以外への通学は認めないほうが良い｡    ％    ％
４. その他   ％   ％








３. 校区以外への通学は認めないほうが良い｡    ％    ％
４. その他   ％   ％




今後, 教育改革が進められるうえで, 保護者 (親) の教育への ｢選択｣ と
｢参加｣ は重要な要素となると考えられるが, 三重県の事例を通してみた場合,
現段階では, 親の学校 ｢選択｣ は容易に進むとは考えにくい状況である｡ ｢選
択｣ 以外の方法としては, ｢参加｣ の方向が考えられるが, 今後の大きな課題
といえよう｡ ちなみに, 現在, 三重県の数校の小中学校で, 文部科学省の指定
を受けて, コミュニティスクールの研究が進められている｡
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